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北九州市中期財政見通し
平成２９年２月 

１ 基本的な考え方 

この中期財政見通しは今後の市政運営の参考とするため、平成２９年度当初予算案

を基礎として、現時点で判明している地方財政制度を踏まえ、一定の条件の下で当面

５年間の試算を行ったものです。今後の財政運営にあたっては、自主財源の確保や行

政コストの縮減を図りつつ、税源の涵養につながる政策に積極的に取り組むことが必

要であると考えています。 

２ 対象期間 

 平成２９年度から平成３３年度までの５年間 
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３ 中期財政見通し（一般会計）

（単位：億円）
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－ 30 50 70 90

288 245 203 159 96

【 参 考 】

1,818 1,833 1,849 1,866 1,884

平成29年度
当初予算

平成30年度
見込み

平成31年度
見込み

平成32年度
見込み項　　　　　　　目

歳 入 合 計 ①

平成33年度
見込み

市 税

地 方 交 付 税 等
（臨時財政対策債を含む）

そ の 他
（ 県 税 交 付 金 等 ）

一 般 財 源 等

国 県 支 出 金

市 債
（臨時財政対策債を除く）

そ の 他

歳 出 合 計 ②

公 債 費

扶 助 費

人 件 費

うち臨時財政対策債を除く

投 資 的 経 費

維 持 補 修 費

収 支 改 善 見 込 額 ⑤

年 度 末 基 金 残 高 ⑥
( 前 年 度 末 残 高 + ③ ＋ ④ ＋ ⑤ )

福 祉 医 療 関 係 経 費
（扶助費＋福祉医療関係特別会計への繰出金）

そ の 他

繰 出 金

収 支 差 ③ （ ① － ② ）

決 算 に お け る 歳 入 増
・ 歳 出 不 用 等 ④
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４ 試算の考え方 

平成30年度以降の試算の主な考え方

市 税

市民税は、平成29年度当初予算をベースに、年２％程度※1の経済成長率の伸び
や生産年齢人口の減のほか、県費負担教職員の給与負担の権限移譲に伴う税源
移譲※２の税制改正等を見込む。また固定資産税は、地価変動率等の見込みを反
映して試算。

※１：内閣府の「中長期の経済財政に関する試算」(平成29年１月25日経済財政諮問会議提出)
のベースラインケースで見込まれた名目経済成長率。各年度の伸び率は翌年度の税収に反映。
【平成29年度：2.5％、平成30年度：1.7％、平成31年度：1.9％、平成32年度：1.8％】
※２：県費負担教職員の給与負担の権限移譲に伴う税源移譲の影響額は、平成29年度は県税交
付金として、平成30年度以降は市税等として見込む。

地 方 交 付 税 等
（臨時財政対策債を含む）

平成29年度当初予算をベースに、市税等の増減見込みのほか、制度改正や最近
の算定状況等を反映して試算。

その 他一般 財源等
（ 県 税 交 付 金 等 ）

原則、平成29年度当初予算で固定。

国 県 支 出 金
平成29年度当初予算をベースに、国県支出金を財源とする歳出（扶助費、投資
的経費、繰出金等）の伸びを反映して試算。

市 債
（臨時財政対策債を除く）

平成29年度当初予算をベースに、今後の変動要素を反映して試算。

そ の 他 原則、平成29年度当初予算で固定（臨時的な収入を除く）。

人 件 費 平成29年度当初予算をベースに人員の増減見込み等を反映して試算。

扶 助 費
平成29年度当初予算をベースに事業費の過去３ヵ年の平均伸び率（制度改正に
よる影響を除く）等を反映して試算。

公 債 費 過去の市債の発行額等及び今後の発行見込み額を踏まえて試算。

投 資 的 経 費
平成30年度以降は、平成29年度当初予算をベースに平成28年度12月・２月
補正予算に前倒し計上した経済対策分を加味して、650億円として仮置きし固
定。

維 持 補 修 費
平成29年度当初予算をベースに老朽化した公共施設等の適切な維持管理を行う
ための増額を見込む。

繰 出 金

介護保険特別会計や後期高齢者医療制度特別会計への繰出金（負担金を含む）
については、平成29年度当初予算をベースに高齢者人口の伸びの見込み等を反
映して試算。また、国民健康保険特別会計への繰出金については、加入世帯数
の減の見込み等を反映して試算。
その他の特別会計への繰出金については、平成29年度当初予算で固定。

そ の 他 原則、平成29年度当初予算で固定。

区　　分

歳

入

歳

出

平成３１年１０月に予定されている消費税率の引き上げ（８％→１０％）の影響は、社会保障の充実等の        

歳出への影響が不明なため歳入・歳出に見込んでいない。 

財源調整用基金の取崩額を含まずに中期財政見通しを算定し、歳入と歳出の収支差を財源調整用基金取崩 

額で補填することを前提とする。 
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５ 今後の取組み 

収支ギャップについては、「北九州市行財政改革大綱」等に基づく行財政改革に取り組

むとともに、毎年度の予算編成の中で財源の確保や歳出の見直し等により収支改善に取

り組む。 

【例】 

（１）歳入の確保 

①不要資産の売却など公共施設マネジメントの推進 

②税外債権回収の更なる促進 

③基金の運用方法の見直しによる運用利子収入の確保 

（２）歳出の削減 

①事務事業の見直し等による歳出の削減 

②外郭団体等のあり方の見直しによる財政支出の削減 

６ その他 

この中期財政見通しは、市民ニーズや社会経済情勢など本市を取り巻く環境変化等に 

的確に対応するため、適宜見直しを行い、毎年度の当初予算編成にあわせて公表を行う

とともに、具体的な取組みについても、毎年度、予算編成過程において適切に対応して

いく。


